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　学内の倫理委員会の委員になって間もないころ、
「脳死の判定」の議論の真っ只中に立たされた。当時、
脳死の概念、脳死と心臓死との概念の違い、脳死と植
植物状態との違いなど充分理解するに至っていな
かったことを想い出す。また、なぜ、脳死についての
議論なのかと言うと、まぎれもない臓器移植への可能
な限りの実施に向かったものであった。
　多くの論争の末、移植に関する法律「臓器移植法」が
平成9年10月16日から施行されるに至った。また、
旧厚生省の厚生科学研究費用特別研究事業で法的脳
死判定マニュアルの標準の骨格が提示されてきた。
これらの経緯のなかにあって、臓器移植法上の脳死判
定基準は、15歳以上のヒトが対象となることが前提と
された。
　小児、とくに6歳以下の乳幼児においては、脳障害
に対する抵抗力が強く、高度の脳機能喪失を示しなが
らも、機能回復が期待できることも僅かであるが存在
する。ましてや6歳未満の乳幼児ではさらに脳の機能
回復の期待も高まるという。この観点に立って、生後
3ケ月以上を対象とした「小児における脳死判定基準」
が2㎜年になって旧厚生省の研究班によって公表さ
れるに至った。
　さらに、昨年の9月には生後18日目の男子新生児
が「脳死状態」と診断され、人口呼吸器が外され心停
止に至ったというニュースを耳にした。もちろん、こ
こに至るまでには、病院担当医、両親家族、看護師、
ソーシャルワーカー等を混じえた話し合いが充分さ
れたという。インフォームドコンセント、それによる
両親の意志選択はなかったという。
　いま、医学的・法的脳死判定の対象は成人から小児
へ、さらには新生児にまで拡大されてきた感がある。
　しかし、本邦においては胎児に関する脳死、すなわ
ちIntrauterine　fetal　brain　deathという概念はない。胎
児の脳死に対応する語彙もない現在の日本において、
子宮の中の胎児の脳死を定義することは倫理的かつ
社会的に非常に難しい。日本産科婦人科学会でも一度
も検討されたこともない。
　胎児においては現時点での脳波の計測は不可能で
ある。無呼吸テストに至っては酸素供給を胎盤経由の
母体に依存している胎児では無意味となってしまう。
胎児が脳死に至った経過、たとえば脳の異質的障害や
脳血流の消失にむしろ重点をおいた脳死判定が有用
となる。子宮内という直接肉眼的に観察できない環境
下での判定は、成人とは視点を変えて検討すべきであ
る。画像診断や超音波ドップラー法に依る脳の形態異
常、胎児運動に注目したい。
　脳幹部の障害があれぼ、脳神経にたいする障害が出
現し、動眼神経に対する反応がなくなる。また、交感
神経や副交感神経の障害は、心臓に対しての興奮・抑
制がなくなり、洞結節からの刺激のみの変動のない固
定した心拍となる。これらを参考にした胎児脳死
Intrauterine　Fetal　Brain　Deathの判定基準作成が望ま
れる。
　胎児を対象とした医療が広く社会に認知され、日本
国憲法にいう基本的人権を胎児に認めて貰うために
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